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はじめに 
 

現在、「認定調査員テキスト 2009」に関して、一部には評価するといった意見がある

ものの、これら新基準に対する問題点を指摘する声は大きい（結城・本田：『2009 年要

介護認定調査に関する現場実態緊急調査報告』2009．6.30）。特に、「認定調査員テキスト

2006（旧バージョン）」と「認定調査員テキスト 2009（新バージョン）」において、新

旧に変更のない調査項目で、その定義が大きく変更したことによって、一次判定結果が

軽度化されているとの仮説を打ち出すことができる。 
その意味で、本報告書は、「認定調査員テキスト 2009」の調査項目の定義を、一部、

修正することで、一次判定結果に、どの程度の影響をきたすかを分析・検証したもので

ある。そして、一部、調査項目の定義を修正することで、一次判定結果が重度化するの

か否かを検証することにある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2009 年 7 月 28 日 

淑徳大学 結城康博 
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１．調査目的 
「認定調査員テキスト 2009」の修正案の妥当性について検討するため、いくつかの自治

体に協力を得てデータ分析を行った。具体的には、修正した項目の定義（結城案）等に基

づき、試行的に要介護認定一次判定調査を行い、修正前と修正後の一次判定結果

 

の違いに

ついて分析・検証することが本調査の目的である。 

２．調査方法と対象者 
（１）協力自治体 
協力自治体数は、東京都、千葉県、埼玉県、鳥取県、大分県内の計８自治体（15 自治体

に協力を要請し、8 自治体から協力が得られた）。 
（２）調査期間 
・調査期間：2009 年 7 月 9 日～7 月 21 日 
・調査データ：「要介護認定一次判定調査項目定義の修正にかかる試行調査結果」 

（３）調査内容 
①実施対象者 
  各協力自治体において、4 月 1 日以降に申請を行い、7 月 12 日までに一次判定された

更新申請者（新基準）のうち、前回の一次判定結果（旧基準）より、今回の調査時にお

いて軽度に一次判定された者で、かつ、今回の一次判定結果が「非該当」から「要介護

１」までの者を抽出。そして、その抽出された者で、

②再認定調査方法 

再訪問によって、修正した項目（検

証用定義：結城案）で再調査に同意いただいた者、計４７人（8 自治体合計）。 

上記①の者に対し、修正した項目定義（検証用定義：結城案）に基づいて、再度、訪

問して認定調査を行う（修正した項目定義は、後述参照）。ただし、特記事項は記載せず、

又、修正した定義以外の調査項目に関しては、再訪問時には調査せず、前回訪問の結果

③修正した項目定義（結城案：検証用定義） 

を

記入する。なお、調査員に関しては、前回の訪問調査員ではなく、自治体直属の調査員

が行う（再訪問のため、委託調査員には依頼できないため）。そして、回収された調査票

をもとに、一次判定ソフトにて、一次判定を行い、集計を行う。 

【共通定義】 
 現行定義（認定調査 2009） 検証用定義 

能力項目 各項目が指定する確認動作を可能な限り

実際に試行して評価する。日頃の状態と

異なる場合は、特記事項に記載する。 

調査対象者に対する試行結果を

原則とするが、必要に応じて日頃

の状態も勘案して選択を行う。試

行できない場合は、日頃の状態で

選択する。 
麻痺・拘縮 確認動作で確認した状況と調査対象者や

介護者から聞き取りした日頃の状況とが

異なる場合は、調査対象者に実際に確認

動作で確認した状況で選択する。 

調査対象者に対する確認動作の

結果を原則とするが、必要に応じ

て日頃の状態も勘案して選択を

行う。試行できない場合は、日頃

の状態で選択する。 
※能力項目：「寝返り」、「起き上がり」、「座位保持」、「両足での立位保持」、「歩行」 

「立ち上がり」、「片足での立位」、「視力」、「聴力」、「えん下」、「意思の伝達」 
「毎日の日課を理解」、「生年月日や年齢を言う」、「短期記憶」、「自分の名前を言う」、

「今の季節を理解する」、「場所の理解」及び「日常の意思決定」 
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【個別調査項目定義】 
 現行定義（認定調査 2009） 検証用定義 

１－１ 麻痺 
（左右上肢） 

前方または横に腕（上肢）を肩の高

さまで挙上できなければ「麻痺あ

り」 

前方又は横に腕（上肢）を肩の高

さまで挙上し、静止できないよう

な状況を「麻痺あり」の状況と定

義する。（試行できない場合は、

類似の行為として肩の高さ近辺

のものを取るなどの行為などに

ついて日頃の状況を聞き取り選

択することもできる。） 
※麻痺・拘縮の「共通定義」参照 

１－１ 麻痺 
（左右下肢） 

下肢を挙上（伸展する必要はない） 下肢を水平に挙上し、静止できな

いような状態を「麻痺あり」と定

義する。 
仰臥位の場合は、膝の下に枕など

を入れ、足を伸展した状態で静止

することができれば「麻痺なし」

とする。 
（試行できない場合は、歩行時の

脚部の持ち上げ方などを参考に

聞き取りにより選択することも

できる。） 
※麻痺・拘縮の「共通定義」参照 

１－１ その他 四肢の欠損がある場合のみ選択 四肢（いずれかの）欠損、手指や

足趾の麻痺など上肢・下肢以外の

麻痺がある場合は選択 
※麻痺・拘縮の「共通定義」参照 

１－２ その他 四肢の欠損がある場合のみ選択 手指や足趾の拘縮など上肢・下肢

以外の拘縮がある場合は選択 
※麻痺・拘縮の「共通定義」参照 

１－４ 起き上がり 自分の体の一部をつかんで起き上

がる場合→「つかまらないでできる」

を選択 

自分の体の一部をつかん起き上

がる場合や、手や肘などに加重

し、体を支えながら、行う場合→

「何かにつかまればできる」を選択 
※能力項目の「共通定義」参照 

１－５ 座位保持 座位の状態を１分間程度保持でき

るかどうか 
座位の状態を 10 分間程度保持で

きるかどうか  
※能力項目の「共通定義」参照 

１－６ 両足での立

位保持 
自分の体の一部を支えとして立位

を保持する場合→「支えなしででき

る」を選択 

自分の体の一部を支えとして立

位を保持する場合や、手や肘など

に加重し、体を支えながら、行う

場合→「何か支えがあればできる」

を選択 
※能力項目の「共通定義」参照 
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１－７ 歩行 自分の体の一部を支えとして歩行

する場合→「つかまらないでできる」

を選択 

自分の体の一部を支えとして歩

行する場合や→「何かにつかまれ

ばできる」を選択 
※能力項目の「共通定義」参照 

１－８ 立ち上がり 自分の体の一部を支えとして立ち

上がる場合→「つかまらないででき

る」を選択 

自分の体の一部を支えとして立

ち上がる場合や手や肘などに加

重し、体を支えながら行う場合→

「何かにつかまればできる」を選択

（座面に最後まで手をついて立

ち上がる場合なども含む） 
※能力項目の「共通定義」参照 

２－１、２ 
 移乗・移動 

寝たきりなどで介助の機会がない

場合は「介助されていない」を選択す

る。 

寝たきりなどで介助の機会がな

い場合は、必要とされる介助を選択

する。 
２－４ 食事摂取 一部介助：食事摂取の行為の一部の

みに介助が行われている状態をい

う。小さく切る、ほぐす、皮をむく、

魚の骨をとる等の食べやすくする

ための介助は含まない。 

一部介助：食事摂取の行為の一部

のみに介助が行われている状態

をいう。食卓で身をほぐす、皮を

むく、魚の骨をとる等の食べやす

くするための介助を含む。 
２－５，６ 
 排尿・排便 

トイレの日常的な清掃は含まない。

また使用したポータブルトイレの

後始末を一括して行う場合は、直後

の清掃ではないため含まない。 

トイレの日常的な清掃は含まな

い。ただし、使用したポータブル

トイレの後始末を行う場合は、回

数に関わらず介助として評価す

る。 
２－１２ 
 外出頻度 

30 分以上庭に出ることは外出に含

まれる。 
過去３ヶ月の状況で選択する。 

庭に出ることは外出に含まれな

い。また徘徊も外出とは考えな

い。 
過去１ヶ月の状況で選択する。 

４－１２ 
 ひどいもの忘れ 

ひどい物忘れによってなんらかの

行動が起こっていることをいう。 
ひどい物忘れによってなんらか

の行動が起こっているか、周囲の

者が何らかの対応をとらなければな

らないような状況（火の不始末な

ど）をいう。電話の伝言をし忘れ

るなどの単なる物忘れは含まな

い。 
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３．結果概要 
（１）協力自治体からの結果データ 
 協力自治体から47 名の対象者データが得られた。基本的に、前回の一次判定（旧基準）

と今回の一次判定（新基準）とを比べて、すべて軽度に変更された者で、かつ、今回の一

次判定（新基準）で「非該当」～「要介護１」

 
と判定された者を対象としている（表１）。 

表１：前回の一次判定（旧基準）と今回の一次判定認定結果（新基準）と                                          

検証用定義（結城案）を用いての一次判定結果との比較 

一次判定

結果 

結城（案）テキスト見直し後による一次判定結果   

非該当 
要支援

１ 

要支援

２ 

要介護

１ 

要介護

２ 

要介護

３ 

要介護

４ 

要介護

５ 
合計 

非該当 (  5 ) (  11 )             16 

要支援１   (  11 ) (  4 ) (  3 )         18 

要支援 2     (  4 ) (  2 ) (  1 )       7 

要介護１       (  5 ) (  1 )       6 

合 計 5 22 8 10 2 0 0 0 47 

 
 
 
（２）検証用定義（結城案）を中心とした結果データ 
①今回の一次判定（新基準）と検証用定義による一次判定比較 
 （表２）は、今回の一次判定（新基準）と検証用定義を用いての一次判定における介護

度を比較したものである。調査対象者 47 人で、検証用定義を用いると、22 人が重度化し、

25 人が変わらず

 
といった結果となった。なお、軽度化した者はいなかった。 

表２：今回の一次判定と検証定義（結城案）を経ての一次判定比較（総計４７名） 
重度化 変わらず 軽度化 計 
２２人 ２５人 ０人 ４７人 
４７％ ５３％ ０％ １００％ 
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②介護度別の検証用定義の影響 
 今回の一次判定（新基準）と検証用定義（結城案）を用いての比較を、介護度別に見た

場合、非該当は、16 名中 11 人（６８．７％）が重度化されて要支援１となり、要支援１が

7 人、要支援２が 3 人、要介護１が 1 人、それぞれ重度化されている（表３）。 
 
表３：介護度別の検証用定義を用いての推移 

今回の一次判定 
（新基準を用いて） 

検証用定義を用いての一次判定 

非該当 
（１６人） 

重度 １１ 重度化率

68.7％ 変わらず ５ 
要支援１ 
（１８人） 

 

重度 ７ 重度化率 
38.8％ 変わらず １１ 

軽度 ０ 
要支援２ 
（７人） 

重度 ３ 重度化率

42.8％ 変わらず ４ 
軽度 ０ 

要介護１ 
（６人） 

重度 １ 重度化率

16.6％ 変わらず ５ 
軽度 ０ 

計４７人 

 
 
③介護度に変更なしのケースにおける基準時間 

（表２）から理解できるように、今回の一次判定（新基準）と検証用定義（結城案）

を用いた一次判定を比較した場合、介護度が変わらなかったの

このように基準時間が伸びた者が７人であったことは、検証用定義（結城案）を経

た一次判定による影響と考えられ、介護度が変わらなくとも、25 人中 7 人は、それ

なりの効果があると考えられる。 

は 25 人であった。し

かし、これら 25 人の基準時間について分析した結果、介護度に変更はなかったもの

の、基準時間が伸びた者が７人いた。一方、基準時間が短縮した者が３人おり、変わ

らなかった者が１５人であった（表４）。 

その意味で、検証用定義を用いて一次判定を行うことで、介護度が変わった 22 人

と、介護度は変わらないまでも基準時間が伸びた 7 人とを合わせて、対象者 47 人の

うち 29 人（22＋7）は、「介護の手間」が、さらに必要と判定されたと言える（61.7％）。 
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表４：介護度に変更がなかったケースにおける基準時間の実態（総計 25 名） 
基準時間

の影響 
今回の介護度＝ 

検証定義での介護度 
今回の基準時間（分） 検証定義での基準時間（分） 

 
 
 
 
変

更

な

し 

① 要支援２ ３９．５ ３９．５ 
② 要介護１ ４６．２ ４６．２ 
③ 要介護１ ４０．７ ４０．７ 
④ 要介護１ ３８．９ ３８．９ 
⑤ 要介護１ ３９．４ ３９．４ 
⑥ 要支援１ ３１．２ ３１．２ 
⑦ 要支援１ ２６．０ ２６．０ 
⑧ 要支援１ ２６．０ ２６．０ 
⑨ 要支援１ ２６．０ ２６．０ 
⑩ 要支援１ ３０．６ ３０．６ 
⑪ 要支援１ ３１．２ ３１．２ 
⑫ 要支援１ ２６．０ ２６．０ 
⑬ 非該当 ２１．３ ２１．３ 
⑭ 非該当 ２２．８ ２２．８ 
⑮ 非該当 ２２．８ ２２．８ 

伸

び

た

事

例 

① 要介護１ ４５．５ ４９．２ 
② 要支援２ ３８．３ ４５．２ 
③ 要支援１ ２５．６ ２８．０ 
④ 要支援１ ２６．０ ２８．７ 
⑤ 要支援１ ２８．７ ３０．３ 
⑥ 要支援２ ３９．５ ４０．６ 
⑦ 非該当 ２２．８ ２４．５ 

短

縮

事

例 

① 要支援２ ４４．２ ３４．２ 
② 要支援１ ３０．３ ２８．７ 
③ 非該当 ２２．８ ２１．３ 

※要介護 1 相当（09 年度以前）＝要介護１もしくは要支援２（09 年度以降）に想定 
 
 
 
（３）協力自治体の意見 
A 自治体 
①「1 群：麻痺等」の有無の選択基準

②

が取れやすくなった。 
要介護１の基準時間に大きな変化があった。特に、前回「食事摂取」が自立になりやす

かったが、今回「一部介助」

③非該当レベルが、要支援１に判定されやすくなった。特に、「

となったことが大きい。 
歩行」「座位保持」によっ

て、重度化

④（調査員からの感想） 
したためと考えられる。 

今回、検証定義を用いて、再度、認定調査を行ってみたが、一次判定結果に、かなり
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変化が見られる。特に「1 群：麻痺等」の有無や「2 群」にチェックが入りやすくなった。 
B 自治体 
①今回の検証用定義を経た一次判定結果では、

②非該当の人は、

以前と比べてかなり拾えるようになった。

現在の一次判定（新基準）と比べて、かなり重度化される。 

③筋力低下があり、歩行も不安定であったが、検証用定義を用いても、チェックはつかな

かった。 

今回の検証用定義を用いることで、要支援１以上になりやすい。 

④

C 自治体 
認知症、独居の方に配慮した判断基準に、さらに見直すべきであろう。 

①該当者が少ないが、今回の検証用定義は、身体的な側面にやや重点が置かれているので、

認知症面での判断基準の変更を、さらに考えてはどうか。ただ、全体的に、検証用定義を

用いると、チェックはつきやすいので、

D 自治体 

今回の一次判定（新基準）よりは重度化されると

考える。 

①対象者数が少なかったため、介護度が変更する結果にはいたらなかった。しかし、基準

時間が伸びたので、それなりの効果はあると考えられる。 
E 自治体 
①対象者を見つけるのに苦労した。また、再訪問を同意してくれる人が少なく、1 件のみの

調査であったが、今回の基準と比べると、チェックはつきやすい。 
②06 年版のテキストをイメージして調査に臨んだ。 
F 自治体 
①基本的に明らかに重度化する傾向にあるが、筋力低下等の側面で、拾えないケースもあ

り、

②現行定義では要介護から要支援や非該当になりサービス利用ができない。検証用定義で

行うことにより適正な結果が出ている。 

全てが重度化するとは限らない。 

③家族がいる場合は、「能力項目」のチェックで、普段の様子が聞けて参考になった。 
G 自治体 
①独居について 
独居・日中独居の場合は独居勘案できるが、同居家族がいても介護力になっていないと

きは勘案できない。

②検証項目について 

（同居家族がうつ症状、認知症状、判断能力が低下しているなど、

要介護状態ではないが自分自身のことで精一杯の人については独居勘案してもよいので

はないでしょうか。）  

・1-1 麻痺(左右上肢・左右下肢)：静止状態の目安時間は 1 秒程度

・1-4 起き上がり：畳に布団を敷いている人は特に、布団に肘や手をつき工夫し行ってい

る人もいるので、「検証定義」を活かしてほしい。 

がわかりやすい。 

・無意識に肘や背もたれに寄りかかることがあるので、「習慣」なのか「必要」

・1-6 両足での立位保持：和式生活の人も多いので、

なのか

確認が必要と考える。 
腰部が屈曲し両膝に手を

・2-4 食事摂取：場所を「食卓」に限定しないで。介護の時間を出す為には、評価されな

い時間が出てくるので。関連項目の「5-6 簡単な調理」にも、

ついている

人もいるので「検証定義」を活かしてほしい。 

・2-5・2-6 排尿・排便：

文言を「2-4 食事摂取」

同様に入れてもよいのでは。 
ポータブルトイレの後始末は、回数に関わらず介助として評価

する検証用定義がよい。 
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・2－12 外出頻度：一ヶ月のほうが見やすいので「検証定義」がよい。

③その他 

庭に出ることや徘

徊は特記事項記載がよい。 

現在の一次判定（新基準）よりも、かなり軽度化は防げると考える。しかし、前回の

一次判定（旧基準）と比べると、まだ、充分とはいえないかもしれないので、

H 自治体 

継続して

審査会の機能が重要となる（覆すにあたっては、自治体に任せてほしい）。 

①今回の一次判定（新基準）と比較すると、覆る率が低くなり効果が見られるであろう。 
②たとえ、検証用定義（結城案）を用いた一次判定を基本にして、経過措置を解除したと

しても、二次判定での軽度化の懸念は解消されない。そのため、いずれにしても要介護

認定審査会による審査変更（継続して審査会の機能）

 
が重要となる。 

 
４．一次判定における要介護度区分のシミュレーション 
（１）シミュレーション概要 
本報告書の３．（２）②における、今回の一次判定（新基準）における要介護度と、検証

用定義（結城案）を用いての一次判定における要介護度の比較データを用いて、全国規模

の要介護度区分のシミュレーションを実施した。本調査は、更新申請者を対象に行った調

査であり、シミュレーションにあたっては、『第２回要介護認定の見直しに係る検証・検討

会』の「資料１３要介護認定状況の調査結果について（第一次集計）」のうち、「一次判定

結果の要介護度区分の比較（更新申請者）」（P11）の「2009 年 4・5 月判定の結果」を、基

本データとして用いた。 
（表１）から、「非該当」～「要介護１」までのそれぞれについて、検証用定義（結城案）

を用いた場合、一次判定における要介護度別出現率を導き出せる。そして、その率を「2009
年 4・5 月の要介護度区分」に、それぞれに掛け合わせることで、検証用定義（結城案）を

基準にした、全国規模での要介護度区分の分布シミュレーションが可能となる。 
※（例）シミュレーション後要介護度別出現率 

非該当の出現率＝6.7％（2009 年 4・5 月判定非該当）×5／16[（検証用定義（結城案）で一次判定非該当の人数） 

/（今回（新基準）の一次判定非該当での人数）]＝2.1％ 

（２）シミュレーション結果 
（表１）の本報告書データを、『第２回要介護認定の見直しに係る検証・検討会』「（第一

次集計）資料１３要介護認定状況の調査結果について」と照らしながら、シュミレーショ

ンした結果は以下のとおりである。 
その結果、非該当は 2.1％、要支援１は 16.0％、要支援２及び要介護１はそれぞれ 12.2％

及び 22.4％（表５及び図１）となった。これによって、それぞれ 2008 年の要介護度区分の

分布と同様の結果となると推察できる（要支援２及び要介護１については、両区分の合計

の割合と、2008 年時における「要介護１相当」の区分の割合と比較した。）。 
なお、本シミュレーションは、本調査の対象者が「非該当」～「要介護１」といった軽

度者に限られるため、その範囲の要介護度区分だけがシミュレーションとして一定程度の

信頼性のもと、評価できるものだが、要介護２より重度の要介護度区分についても、

なお、「要介護２」については、要支援２や要介護１から重度化した割合のみが反映され

ていることから高い値となっているが、仮に、全ての要介護度区分の申請者に検証用定義

（結城案）を適用すると、今回の基準で（新基準）要介護２の者は、より重度の要介護度

区分に移ることが想定され、要介護２の割合は 18.4％より減少し、その分、要介護３～５

参考

として提示した。 
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に振り分けられるはずである。また、要介護３以上の者も同様に、より重度に判定される

はずである。しかし、これらの割合等は、今回の調査結果からは推計することはできない

ことから、「要介護３」～「要介護５」のシミュレーション数値は、そのまま厚労省データ

（2009 年 4・5 月判定）を記載している。 
 

　　　（％）
非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

２００８年４・５月判定 2.8 16.0 14.2 12.5 10.4 8.8
２００９年４・５月判定 6.7 18.6 14.1 18.3 13.3 10.5 10.5 8.0
シミュレーション後 2.1 16.0 12.2 22.4 18.4 10.5 10.5 8.0

35.2

表５：検証用定義（結城案）を用いたシミュレーションによる要介護度区分の変化

 
出所：厚労省『第２回要介護認定の見直しに係る検証・検討会』 

「（第一次集計）資料１３要介護認定状況の調査結果について」を用いて作成 

 
図１ シュミレーションデータと各年度の要介護度別分布（軽度者中心） 

（％） 

 
出所：厚労省『第２回要介護認定の見直しに係る検証・検討会』 

「資料１３要介護認定状況の調査結果について（第一次集計）」を用いて作成 

 

 

 

 

５．分析と考察 
 検証用定義（結城案）を用いて、再訪問によって、今回の一次判定（新基準）と比較し

た場合、かなりのケースで重度に判定し直されている。

 また、介護度に影響はなかったとはいえ、基準時間が伸びているケースも見られ、検証

用定義（結城案）を用いることで、

ただ、変わらないケースも見られ

るが、本調査対象者が軽度者であるため、調査時のタイムラグ（1 ヵ月～2 か月）の間に、

心身の状態も改善されていることが考えられる。 

 確かに、サンプル数が少ないが、今回の一次判定（新基準）を実施した対象者で、タイ

ムラグはあるものの（1 ヵ月～2 か月）、再訪問によって調査し直しての結果であり、机上

かなり一次判定の重度化に関連していると考えられる。 
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での仮定として、一次判定調査を行ったものではないため、この効果は十分に考えられる。 
 また、検証用定義（結城案）を用いて調査を行った場合における要介護度区分のシミュ

レーションを実施したところ、

 ただし、これらの評価に当たっては、今回の調査結果が、①47 名という限られたサンプ

ル数であり、特に、②

非該当、要支援１、要支援２及び要介護１のそれぞれにつ

いて、2008 年の要介護度区分の分布と同様の結果となった。 

「要支援２」が 7 名、「要介護１」が 6 名と、必ずしも全自治体を代

表できる対象者数ではないこと。③軽度化した対象者のデータであるものの、シミュレー

ションにおいては、軽度化していない者も含む各要介護度区分に対して、

 

一律に検証用定

義（結城案）を用いて、一次判定の各要介護度の出現割合を掛け合わせた等は、十分に留

意しておくべきであろう。 

６．まとめ 
 本調査結果で、「2009 認定調査員マニュアル」の判断基準及び説明文を変更することで、

一次判定結果が、かなり変更されることが明確になった。しかも、今回、新基準で「非該

当」となった者に対して、検証用定義（結城案）を用いて調査を行った場合、約 7 割近く

が重度化されて「要支援１」となることに加え、検証用定義（結城案）を用いてシミュレ

ーションを行った結果、解釈に一定の留意が必要であるものの、

このことから、検証用定義（結城案）については、一定の妥当性があることが明らかと

なった。つまり、一次判定ソフトそのものを変更せずとも、

2008 年時点の要介護度区

分の分布と同様の結果となった。 

 

「2009 認定調査員マニュアル」

を部分的に修正することで、かなり一次判定結果に影響があると考える。 
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参考資料 
平成２１年７月９日 

×××市 
介護保険課長                          淑 徳 大 学 

学長 長谷川

 
匡俊 

要介護認定一次判定調査項目定義の修正にかかわる試行調査（依頼） 
 
 拝啓 ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。  
 さて、このたび淑徳大学所属の結城康博（准教授）を中心に、4 月から改正された要介護

認定調査・審査の状況について、調査研究しております。 
 つきましては、その一環として、貴役所において、要介護認定一次判定において、調査

項目の修正にかかわる試行調査を実施し、下記のデータの送付をお願いいたしたいと存じ

ます。調査方法等の詳細は、別途、結城と相談いただき、調整いただければと存じます。 
なお、頂いたデータ内容等については、論文及び著書の掲載、又は、厚生労働省「要介

護認定の見直しに係る検証・検討会」における提出資料に活用させていただく可能性があ

ることについてご承知おきいただきたく存じます。 
なお、調査結果の公表に当たって、貴自治体名を、事前のご了解なく公表することはご

ざいません。本調査へのご協力につきまして、どうぞよろしくお願いいたします。 
敬具 

 
記 

（依頼データ） 
「認定調査員テキスト２００９」を用いて既に、一次判定された更新申請者のうち、前

回の一次判定結果より、軽度に一次判定された者で、かつ、今回の一次判定結果が「非該

当」から「要介護１」までの者（１０～２０名程度）に対して、新たな検証用の定義で調

査を行った場合の一次判定結果等について、集計したデータ 
  

            

※なお、この件につきましては、淑徳大学、結城康博に、何かありましたら問い合わせ

ください。 
 
 
 

〒２６０－８７０１ 
千葉市中央区大巌寺２００ 

淑徳大学 
電話０４３－２６５－７３３１ 

携帯０９０－６７０３－０６６９     
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平成 21 年 7 月 9 日 

協力自治体関係者各位 
淑 徳 大 学  

准教授 結城康博 
 

要介護認定一次判定 調査項目定義の修正にかかる試行調査 

 
１．調査目的 
 「認定調査員テキスト 2009」の修正案の妥当性について検討するため、自治体の協力を

えて、修正された項目の定義等に基づき、試行的に要介護認定一次判定調査を行い、修正

前と修正後の一次判定結果の違いについてとりまとめを行う。 
 
２．実施方法 
（１） 実施対象者 

・ 4 月 1 日以降に申請を行い 7 月 12 日までに一次判定された更新申請者のうち、前

回の一次判定結果より、今回の調査において軽度に一次判定された者で、かつ、

今回の一次判定結果が「非該当」から「要介護１」までの者を、無作為に１０～

２０名程度（１自治体当たり）抽出。※少数の場合であっても、ぜひご協力くだ

さい。 
（２） 実施方法 

(ア) 調査について 
・ （１）で規定した調査対象者について、当該調査対象者を担当した調査員が再訪

し、下記「３．」に提示する「検証用定義」により項目を再度選択し、結果を記録

する。 
・ 「検証用定義」において、特に記載のないものについては、すべて「現行定義」

の原則に基づく調査を実施したものとし、再訪時に調査は実施しない。 
・ 「検証用定義」のための特記事項の作成は不要とする。 
(イ) 結果の記録について 
・ 各自治体の記録方法による。ただし、「現行定義（認定調査員テキスト 2009）」に

よる調査結果及び「検証用定義」による調査結果のそれぞれについて全 74 項目の

調査結果が記録されていることが必要である。 
(ウ) 判定について 
・ 各自治体において、回収された調査票をもとに、一次判定ソフトにて、調査項目

を修正した場合の一次判定を行う。 
（エ）集計について 
・ 判定結果の集計については、別添の様式に記入し、結城に送付する。 

（３）スケジュール 
・７月１３日～１７日：各自治体において再訪問調査 

判定及びデータ送信（結城宛） 
・７月２１日～２２日：分析・調査報告作成（結城：作業） 
・  
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３．修正調査項目（検証定義：結城案） 
【共通定義】 

 現行定義（認定調査 2009） 検証用定義 
能力項目 各項目が指定する確認動作を可能な限り

実際に試行して評価する。日頃の状態と

異なる場合は、特記事項に記載する。 

調査対象者に対する試行結果を原則

とするが、必要に応じて日頃の状態も

勘案して選択を行う。試行できない場

合は、日頃の状態で選択する。 
麻痺・拘縮 確認動作で確認した状況と調査対象者や

介護者から聞き取りした日頃の状況とが

異なる場合は、調査対象者に実際に確認

動作で確認した状況で選択する。 

調査対象者に対する確認動作の結果

を原則とするが、必要に応じて日頃の

状態も勘案して選択を行う。試行でき

ない場合は、日頃の状態で選択する。 
※能力項目：「寝返り」、「起き上がり」、「座位保持」 

「両足での立位保持」「歩行」「立ち上がり」 
「片足での立位」、「視力」、「聴力」、「えん下」 
「意思の伝達」、「毎日の日課を理解」 
「生年月日や年齢を言う」「短期記憶」 
「自分の名前を言う」、「今の季節を理解する」、 
「場所の理解」及び「日常の意思決定」 

 
【個別調査項目定義】 

 現行定義（認定調査 2009） 検証用定義 

１－１ 麻痺 
（左右上肢） 

前方または横に腕（上肢）を肩の高

さまで挙上できなければ「麻痺あ

り」 

前方又は横に腕（上肢）を肩の高さまで挙

上し、静止できないような状況を「麻痺あ

り」の状況と定義する。（試行できない場

合は、類似の行為として肩の高さ近辺のも

のを取るなどの行為などについて日頃の

状況を聞き取り選択することもできる。） 
※麻痺・拘縮の「共通定義」参照 

１－１ 麻痺 
（左右下肢） 

下肢を挙上（伸展する必要はない） 下肢を水平に挙上し、静止できないような

状態を「麻痺あり」と定義する。 
仰臥位の場合は、膝の下に枕などを入れ、

足を伸展した状態で静止することができれ

ば「麻痺なし」とする。 
（試行できない場合は、歩行時の脚部の持

ち上げ方などを参考に聞き取りにより選

択することもできる。） 
※麻痺・拘縮の「共通定義」参照 

１－１ 
 その他 

四肢の欠損がある場合のみ選択 四肢（いずれかの）欠損、手指や足趾の麻

痺など上肢・下肢以外の麻痺がある場合は

選択 
※麻痺・拘縮の「共通定義」参照 

１－２  
その他 

四肢の欠損がある場合のみ選択 手指や足趾の拘縮など上肢・下肢以外の拘

縮がある場合は選択 
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※麻痺・拘縮の「共通定義」参照 
１－４ 
 起き上がり 

自分の体の一部をつかんで起き上

がる場合→「つかまらないでできる」

を選択 

自分の体の一部をつかん起き上がる場合

や、手や肘などに加重し、体を支えながら、

行う場合→「何かにつかまればできる」を選

択 
※能力項目の「共通定義」参照 

１－５ 座位保持 座位の状態を１分間程度保持でき

るかどうか 
座位の状態を 10 分間程度保持できるかど

うか  
※能力項目の「共通定義」参照 

１－６ 両足での

立位保持 
自分の体の一部を支えとして立位

を保持する場合→「支えなしででき

る」を選択 

自分の体の一部を支えとして立位を保持

する場合や、手や肘などに加重し、体を支

えながら、行う場合→「何か支えがあればで

きる」を選択 
※能力項目の「共通定義」参照 

１－７ 歩行 自分の体の一部を支えとして歩行

する場合→「つかまらないでできる」

を選択 

自分の体の一部を支えとして歩行する場

合や→「何かにつかまればできる」を選択 
※能力項目の「共通定義」参照 

１－８ 立ち上が

り 
自分の体の一部を支えとして立ち

上がる場合→「つかまらないででき

る」を選択 

自分の体の一部を支えとして立ち上がる

場合や手や肘などに加重し、体を支えなが

ら行う場合→「何かにつかまればできる」を

選択（座面に最後まで手をついて立ち上が

る場合なども含む） 
※能力項目の「共通定義」参照 

２－１、２ 移乗・

移動 
寝たきりなどで介助の機会がない

場合は「介助されていない」を選択す

る。 

寝たきりなどで介助の機会がない場合は、

必要とされる介助を選択する。 

２－４ 食事摂取 一部介助：食事摂取の行為の一部の

みに介助が行われている状態をい

う。小さく切る、ほぐす、皮をむく、

魚の骨をとる等の食べやすくする

ための介助は含まない。 

一部介助：食事摂取の行為の一部のみに介

助が行われている状態をいう。食卓で身を

ほぐす、皮をむく、魚の骨をとる等の食べ

やすくするための介助を含む。 

２－５，６ 排尿・

排便 
トイレの日常的な清掃は含まない。

また使用したポータブルトイレの

後始末を一括して行う場合は、直後

の清掃ではないため含まない。 

トイレの日常的な清掃は含まない。ただ

し、使用したポータブルトイレの後始末を

行う場合は、回数に関わらず介助として評

価する。 
２－１２ 外出頻

度 
30 分以上庭に出ることは外出に含

まれる。 
過去３ヶ月の状況で選択する。 

庭に出ることは外出に含まれない。また徘

徊も外出とは考えない。 
過去１ヶ月の状況で選択する。 

４－１２ ひどい

もの忘れ 
ひどい物忘れによってなんらかの

行動が起こっていることをいう。 
ひどい物忘れによってなんらかの行動が

起こっているか、周囲の者が何らかの対応

をとらなければならないような状況（火の不始

末など）をいう。電話の伝言をし忘れるなど

の単なる物忘れは含まない。 
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被保険者（対象者）への協力依頼文 

 
 

平成 21年 7月××日 

 

協力被保険者様  

                           ×××福祉部介護保険課 

                              課長 ○○○○ 

 

 

要介護認定一次判定調査項目定義の修正にかかる試行調査のご協力のお願い 

 

 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

平成 21 年 4 月より介護の手間をより正確に反映するため、要介護認定調査の方法に

ついて見直しが行われました。しかし、今回の見直しによりこれまでの認定調査に比べ

軽度の認定となる可能性がある等の指摘があり、厚生労働省では利用者・家族の代表や

専門家による「検証・検討会」を設けて、きちんと検証を行うこととしています。 

それに伴い、×××市として、新たな検証用の定義で試行的に調査を実施し検証する

こととしました。 

つきましては、本調査の趣旨に御賛同いただき、貴殿の調査協力を賜りたく、お願い

申し上げる次第です。 

本調査は統計法に基づく届出統計として実施されることから、集計結果は公表されま

すが、個人が特定されることがないことを申し添えます。 

 

 

 

 

問合せ先：××福祉部介護保険課 

              担当：○○ 

TEL：○○○○ 

 
 
 
 
 



 

2009 年 7 月 28 日 
要介護認定の見直しに係る検証・検討会 

淑 徳 大 学 
准教授 結城康博 

 

今後の要介護認定システムの方向性 
 
１．問題解決への打開策 
 前回の本検証・検討会で、私は、「認定調査員テキスト 2009 認定調査員マニュアル」の

判断基準及び説明文の修正によって、経過措置を早期に解除することを提案した（コンピ

ューターは、そのまま継続して活用し、一切システム改修はしない）。 
なぜならば、これらは費用対効果に優れ、高齢者のが安心した要介護認定システムの理

解につながり、「もしかして軽度に判定されるのでは！？」といった、住民の疑念が払拭さ

れるからである。また、早期に経過措置を解除することで、通常の介護保険制度の事業運

営が再稼働し、調査員や審査員といった介護現場の困窮が解消されると考えるからである。 
 
２．早急な経過措置解除の必要性 
①経過措置が、このまま継続されると、今年、5 月初旬に改めて認定された者（更新者）が、

5 月初旬に新認定された者が（更新者）、再度、6 か月を経過して、11 月には更新日がき

てしまうケースが生じる。そうなると、二度目の経過措置を活用することになり、要介

護認定そのものの意義が問われる。 
②このまま、1 年近く経過措置を継続してしまえば、もはや経過措置とは言わず、既存の制

度となってしまい、要介護認定制度の存在意義についてかなり疑念

③新規申請者や更新申請者との間で、

が生じる。 
公正性に欠け、要介護認定制度の信頼性が低下する。 

④更新申請者における調査員、審査委員、主治医のモチベーションが低下し、時間的にも

コスト的にも無駄である。 
 
３．「2009 認定調査員テキスト 2009 マニュアル」に関して 
 本テキスト本マニュアルの判断基準及び説明文を修正することで、一次判定において、

非該当者の7 割近くが重度化されて要支援１となることに加え、要介護度区分の分布が、

2008 年時点の分布とほぼ同様となるなど、一次判定結果に影響を及ぼすことが、別紙調査

報告で明らかとなった（別紙参照）。 
 
４．今後の方向性 
①「認定調査員テキスト 2009 認定調査マニュアル」の判断基準及び説明文を修正し、併せ

て「2009 介護認定審査会委員テキスト 2009」を、一部、修正する。 
②経過措置解除へむけて、その対応策について、充分な研修・説明に努める。特に、厚労

省、都道府県、市区町村等が連携して、充分に新しいシステムでの説明を、調査員（ケ

アマネジャー）等に向けて行う。 
③ 経過措置解除の後、本検討会で、念のため検証の機会を設け、修正新要介護認定シス

テムの検証を行うべきである。そして、必要に応じ、別途の検討会・委員会等において、
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2012 年介護保険法再改正の議論と併せて、議論すべきであろう。 
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